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Many vacant houses could bring danger to surrounding and neighboring residents. For that 
reason, “Act on Special Measures to forward municipalities’ moves for the Promotion of Vacant 
Houses” was enforced in 2015. This paper aims to clarify the actual conditions of the management 
regulation and the demolition program by the municipalities. The number of the management 
regulation and the demolition program has been increasing, and the demolition programs were 
grouped into seven types, although the present state is transitional period of response to the Act.
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き家 解体」「空き家 撤去」「空き家 除去」「空家
解体」「空家 撤去」「空家 除去」というキーワード
検索により，2015 年 11 月までに老朽危険空き家解
体事業を行っている又は過去に行っていたとみられ
る全国の自治体の情報を収集し，241 自治体を得た．










それぞれ 439 自治体，380 自治体であったため，条
例設置自治体数が徐々に増加していることが分かっ
た 1）．全国の総自治体数 1,718 に対し約 1/4 の自治体
が条例を設置していることになる．














































































































































































































































































































































2011年 2012年 2013年 2014年 2015年
実績 233 491 778 1302 1295
















































































凡例  ●：項目あり －：項目なし
表 主な変更点（例）
　　　　変更
項目 前 後 前 後 前 後 前 後 前 後
助言・指導 ● 㻙 ● 㻙 ● 㻙 ● ● ●
勧告 ● 㻙 ● 㻙 ● 㻙 ● ● ●
命令 ● 㻙 ● 㻙 ● 㻙 ● ● ●
公表 ● ● ● ● ● 㻙 ● ● ●
代執行 ● 㻙 㻙 㻙 ● 㻙 㻙 㻙 ●
罰則 㻙 㻙 ● 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 ●
審議会 ● 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
支援 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 ● 㻙 㻙
助成 ● ● ● ● 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
補助 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙







一部改正 一部改正 全改正 廃止
三次市
(佐賀県) (鳥取県) (千葉県) (大分県) (広島県)
変更した
自治体例


















Ⅵ 複合型 Ⅰ～Ⅴのタイプの事業を複数行っている 















































































一方，Ⅳ.固定資産税減免型は 3 自治体が C1，C3，
C4 にそれぞれ分類された．C1 と C4 に分類された A
町と B 市では，実績の件数は 3 件と 2 件で差は無い
が，事業の評価では 6 項目すべてで 2 段階以上の差
異が見られた．また，全体としては，Ⅱ～Ⅶの型の










































1)2014 年 4 月 1 日国土交通省の調査では 355 と報告
されている．
2)空き家条例を廃止新設したものの中には，既存の
条例内容の中の空き家に関する部分のみを廃止し，
新たに条例を設置している自治体も含む．
3)事業の開始年について未回等の事業が 1 件あった
ため，有効回答数は147自治体155事業となった．
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